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平成２１年１０月１４日 県政記者クラブ配布資料

所管課 担当 担 当 者 電話番号

商工労働部商工政策課 政策企画担当 都竹 淳也 058-272-8350（直通）

「新型インフルエンザに備えるための事業継続計画（ＢＣＰ）策定セミナー」

の開催と参加者の募集について

新型インフルエンザ流行時の企業の事業存続のため、一刻も早い事業継続計画（ＢＣＰ）の策定が求

められています。そのため、このたび県内事業者の方を対象に県内３ヵ所で「新型インフルエンザに備

えるための事業継続計画（ＢＣＰ）策定セミナー」を開催します。

県では、これまで大地震を想定した事業継続計画（ＢＣＰ）の普及に取り組んできましたが、新型イ

ンフルエンザに特化した内容で本格的なセミナーを開催するのは県内においても初めてのことです。

記

１ セミナーの概要

新型インフルエンザについての認識を深めるとともに、流行時の事業継続計画（ＢＣＰ）を実際に策

定することを目指した実践的なセミナーを開催します。

（１）名称 「新型インフルエンザに備えるための事業継続計画（ＢＣＰ）策定セミナー」

（２）日時・場所

○中濃会場 平成２１年１１月２日（月） １４：３０～１６：３０

可茂総合庁舎５Ｆ 大会議室 （定員１８０名）

美濃加茂市古井町下古井２６１０－１

○飛騨会場 平成２１年１１月４日（水） １４：３０～１６：３０

飛騨総合庁舎分館３Ｆ 大会議室 （定員１８０名）

高山市上岡本町７－４６８

○岐阜会場 平成２１年１１月５日（木） １４：３０～１６：３０

県民ふれあい会館３Ｆ 302 大会議室 （定員１８０名）

岐阜市薮田南５丁目１４－５３

（３）内容

①新型インフルンザの現状と岐阜県の対応 （約３０分）

講師：岐阜県 インフルエンザ対策本部 職員

②新型インフルエンザ対応の事業継続計画（ＢＣＰ）策定の進め方 （約９０分）

講師：㈱損保ジャパン リスクマネジメント BCM 事業本部

インターネットでの情報提供

提供予定日 １０月１５ 日

○新型インフルエンザ A（H1N1)の流行について

○2009/2010 インフルエンザ・シーズン対策について

○新型インフルエンザへの備えについて

・感染防止策の策定

・事業継続計画（ＢＣＰ）の策定
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２ 参加申し込みについて

（１）申込期限 平成２１年１０月３０日（金）

（２）受講料等 受講料無料・各会場定員になり次第締め切り（先着順）

（３）申込方法 所定の「参加申込書」をＦＡＸにより提出する他、電子メールや電話により受付を

行います。

３ 事業継続計画（ＢＣＰ）について

（１）事業継続計画（ＢＣＰ：Business Continuity Plan）とは

・ 企業が自然災害やインフルエンザの大流行などの緊急事態に遭遇した場合において、事業資産の損

害を最小限にとどめつつ、中核となる事業の継続あるいは早期復旧を可能とするために、平常時に行

うべき活動や緊急時における事業継続のための方法、手段などを取り決めておく計画のことです。

（２）セミナー開催の背景・目的

・ 今秋から冬にかけ、新型インフルエンザのさらに深刻な感染の拡大が懸念されており、従業員等の

発症に伴う欠勤の増加により、企業が事業を継続できなくなる可能性があります。また、その企業の

みならず、取引先企業に影響が及ぶなど経済全体の停滞を招く危険性が指摘されています。

・ 計画の策定により、インフルエンザ流行時においても発生段階に応じ複数班による交代勤務や在宅

勤務など代替要員を確保している企業は、中核事業を一定レベル継続することができ、経営への影響

を最小限にとどめることが出来ます。また、平常時の企業価値向上にも大変有意義なものです。

・ 本セミナーの開催を通じ、事業継続計画（ＢＣＰ）の認知向上や、その意義、必要性について理解

を深めるとともに、どのように計画を策定すれば良いのか具体的な事例を交えて学んでいただきます。

（３）企業向け地震防災セミナー 企業の危機管理「ＢＣＰ（事業継続計画）セミナー」の開催について

平成１９年５月に大垣共立銀行と締結した「防災協力に関する協定」に基づき、大地震発生を想定

した事業継続計画（ＢＣＰ）策定に関するセミナーを、一昨年、昨年に引き続き、下記のとおり開催

する予定です。

（日時）平成２１年１１月 ６日（金）１４：００～１６：００ 多治見市文化会館

１１月１１日（水）１４：００～１６：００ 防災交流センター

（内容）①「地震の予測と防災」（講師：山岡耕春名古屋大学地震火山・防災研究センター長）

②「地震等に対処するＢＣＰ策定について」（講師：損保ジャパンリスクマネジメント）

（主催）㈱大垣共立銀行、岐阜県

○様式のダウンロード

http://www.pref.gifu.lg.jp/contents/news/s113/s11351/ 
○申込先：岐阜県商工労働部 商工政策課 政策企画担当

ＴＥＬ：０５８－２７２－８３５０（直通）

ＦＡＸ：０５８－２７１－６８７３

Ｅmail：c11351@pref.gifu.lg.jp 


